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1 はじめに 

本研究の目的は、地理的に隣接し合う複数の国家が国境を越えて定期的に協力し、制度

化を志向する現象――地域主義1――の促進／阻害要因として考えられるいくつかの変数を

シミュレートすることによって、その形成条件を明らかにすることにある。 
それら原因とは第一に、民主主義／権威主義といった国家の国内体制と、地域主義との

関係である。近年の実証研究は、民主主義国家同士の方が権威主義のそれよりも、（特に経

済分野で）協力する傾向が強いとする考えを支持している（Remmer 1998; Mansfield, 
Milner and Rosendorff 2002; Mansfield, Milner and Pevehouse 2008）。その理由としては、
国際貿易を志向する経済主体という社会アクターの発言力が挙げられる。すなわち、民主

主義国家においては、社会アクターの声が抑圧されることなく選挙などを通じて政策に反

映されるため、輸出志向産業の発言力や集票力（あるいは集金力）が大きいときには、政

府はそのような社会アクターの要求を受けて隣国に対して市場を開放することを求めるだ

ろう。ただし被要求国は自国の市場を開放する見返りに、（同様に輸出志向産業の声を受け

て）要求国の市場開放を同じく要求することが予想される。この約束が複数の国家にわた

ってなされ、制度化される結果、自由貿易協定や関税同盟といった地域枠組みが形成され

ることになる。それに対して国内アクターに配慮する必要性が相対的に低い権威主義国家

では、関税率の高低やそれに伴う地域協定の有無は為政者の裁量によって決定されるため、

地域協力は起こりにくいと考えられる2。このような見解を考慮に入れ、本シミュレーショ

ンでは、民主主義／権威主義国家の数の違いが地域制度の形成にどのような影響を及ぼす

のか、という問題を検証する。 
しかしながら第二に、民主主義国家においては、上記のような先行研究の見解とは逆の

結果も予想される。すなわち、輸入の増大によって打撃を受ける国内志向産業界の力が大

きいときは、政府は自国市場を開放することをためらうであろう。日本のような民主主義

国家が、1990 年代後半になるまで地域的な自由貿易協定を結んだことがなかった理由の一
つとして、（与党自由民主党の票田であった）農業界の発言力が大きかった事実が挙げられ

                                                   
1 「地域主義」の定義は論者によって多様である。安全保障や環境協力などの幅広い機能を含んだり、ま
た必ずしも制度化を志向するわけでもなかったりする。本稿では「地域主義」を、「地域的な特恵貿易協

定を結んでいる状態」と狭く定義する。その意味で、Mansfield and Milner (1999, 592）とほぼ同意であ
る。 
2 ただし権威主義国家が国際貿易を望むのか、あるいは閉鎖的になるのかは、アプリオリには言えないも
のである（シンガポールと北朝鮮との対称性を想起せよ）。この点については後述する。 
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る。つまり輸出志向産業と国内志向産業どちらの力が相対的に強く、その結果、一国の地

域主義政策はどうなるかという問題は、国際環境や国内条件などによって異なるものであ

り、経験的に検証されるものであろう。本シミュレーションでは、以上の点を検証するた

めに、利害の異なる国内の社会アクターの影響力をモデルに組み込む。 
 第三に挙げられるのは、「地域化」の影響である。すなわち、地域的な経済相互依存の増

大（「地域化」）が、地域主義の動きへと繋がる、あるいは逆に「地域化」が進んでいない

ので地域主義は非現実的であると考える論者は、例えば「東アジア共同体」をめぐる議論

の中で数多い（Lincoln, 2004; Munakata 2006; 進藤、2006年）。ただしこのような単線
的な因果関係に対しては、留保をつけるべきだろう。すなわち、「地域化」が進んでいるに

も拘わらず「地域主義」は遅々として進まない東アジアのような地域がある事実は、むし

ろ「de factの統合」（Katzenstein 2005）が進んでいれば、それをコントロールするような
制度（de jureの統合）はつくる必要がないことを示唆しているのではないだろうか。さら
には、自由貿易協定といった貿易枠組みをつくるということは、むしろ「地域化」を促進

する刺激剤になるべきであって、その逆ではないという考えも出てこよう。すなわち、「地

域化」と「地域主義」の関係はそれほど単純ではないのである。本研究においては、上記

の問題を直接シミュレートすることは困難であるとの考えから3、「地域化」と「グローバリ

ゼーション」との関係を比較検討することによって、間接的にこの問題に答えたい。すな

わち、比較的近接した国家としか貿易をしない場合（「地域化」）と、世界のどの国とも自

由に貿易を行う場合（「グローバル化」）をそれぞれシミュレートし、地域主義形成の動態

を検証する。 
 
 
2 ベース・モデル  
 本発表で試行するモデルは、エージェントの数を限定したベース・モデルと、グローバ

リゼーションの影響を考慮するためにベース・モデルを空間的に拡大した、世界大モデル

の二種類である。 
 ベース・モデルにおいては、4×4 の六角セル空間（ループあり）に国家エージェントを
敷き詰める。青は民主主義国家、赤は権威主義国家をあらわしている（図 1）。変数として
は、政府が民主主義か権威主義かを示す Government、開放度を示す Openness、輸出志向
産業の影響力を測る Exp_ori、国内志向産業の影響力を測る Dom_ori があり、初期にそれ
ぞれランダムな数を割り振られる。 

                                                   
3 もちろん、研究のさらなる発展によって、本問題に直接解答を与えてくれるモデルをつくるのが好まし
いのは言うまでもないし、発表者の意図するものでもある。 
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図 1：ベース・モデルの空間（試行前）  
 
＜共通ルール＞  
最初のステップで近隣国を一つ選択し、相手国の開放度（=関税率）に従って貿易を行う

（相手の開放度の逆数とランダムな数を掛け合わせた数値を、自国の輸出志向産業の影響

力に加算する。同様な計算値を、相手国の国内志向産業の影響力から減算する）。 
自分の周囲 2 カ国以上の開放度がほとんど 0 に近く、自国の開放度も同様に低ければ開

放度 0の地域制度を形成する（色は緑に変化：図 2）。これはいわゆる「開かれた地域主義」
スローガンに則り、第三国に対しても無差別とする4。全体に占める権威主義国家と民主主

義国家の比率は、コントロールパネルで変化できる（1:0、2:1、1:1、1:2、0:1 の 5 パター
ン）。すべての国家が開放度を 0にして地域制度を形成するか、あるいは 15000ステップを
経ても制度ができなかった場合は、試行を終了する。 
 

 

図 2：地域制度形成が進展している状態  
                                                   
4 この想定はやや強引である。GATT第24条にしても、地域協定締結国と第三国との貿易障壁を撤廃せよ
と規定しているわけではない。今後の改良により、制度の参加国と第三国との貿易が差別的になるような

モデルを構築する予定である。 
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＜権威主義体制のルール＞  
 前述のように、権威主義国家の貿易政策はアプリオリには判断できないものである。例

えば入手できるデータを使って、2008 年における民主化度（x 軸）と貿易依存度（y 軸）
の関係を示したものが下図であるが（一つだけ飛びぬけて大きな貿易依存度を有すシンガ

ポールを外れ値として除外している。n=35）5、この図から見て取れるのは、両者の関係に

はほとんど相関がないという点である（p値は 0.58で、統計的にも有意ではない）。 
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図 3：国家の貿易依存度と民主化度  
（出典：IMF, International Financial Statistics Yearbook 20096, Polity VI Project7） 
 
 従って本モデルでは、権威主義体制は自国の開放度を恣意的に決定すると仮定する。 
 さらには、輸出志向アクターの影響力が相対的に大きいにも拘わらず、開放度がかなり

高い（つまり閉鎖的である）国では、体制が覆される可能性、あるいは増大した中間層の

民主化要求が高まり、最終的に民主制へ移行する可能性が存在するだろう。従ってそのよ

うな状態にある国は、一定の確率で民主主義国へと移行する。 
 
＜民主主義国家のルール＞  
 まず近隣国を見渡し、彼らの開放度が自国より低い場合は、輸出志向アクターは自国政

                                                   
5 貿易依存度は国内総生産（GDP）に対する輸出額（FOB価格）及び輸入額（CIF価格）の割合。 
6 データは統計局の Webサイトよりダウンロードしたものを使用している。 
7 民主化度はPolity Dataを使用し、-10～10の尺度を 1～20へと改めている。データは以下のサイトより
ダウンロードした。http://www.systemicpeace.org/polity/polity4.htm 
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府の開放度を低下させる。それに対して国内志向アクターは、貿易によって受けた自分の

損失を記憶しており、それがある程度大きければ自国政府の開放度を上昇させる。 
 
＜試行結果＞  
以上の簡単なルールによって、各体制の初期比率を変化させてそれぞれ 20回ずつシミュ

レート試行した結果が、以下の棒グラフである。縦軸が終了ステップ数の平均値、横軸が

権威主義／民主主義の比率となっている。 

 

図 4：国内体制と地域制度形成時間の関係  
 

 この結果から見て取れることは以下の三点である。第一に、権威主義体制が多数であっ

た場合の方が、（若干ながら）逆の場合よりも地域制度を形成し難い、という点である。こ

の結果は先行研究の見解を支持しているように思われる。ただし今回の結果からは、その

テーゼをはっきりと判断することは困難である。それよりも重要なのは、初期にすべて民

主主義体制であった場合、20 回の試行すべてにおいて、15000 ステップを経過しても地域
制度は形成されない、という点であろう。なぜこのような結果になるのだろうか？ 
 これに対する解釈としては、以下の点が考えられるだろう。本モデルにおいては、周囲

を見渡し、隣国の開放度が自国より低い場合に自国のそれを下げるというルール設定にな

っている。また、開放度がある程度低くなったとしても、国内志向アクターによって、そ

れが押し戻される力も働く。すなわち、民主主義国家は自発的・必然的に開放度を下げる

ことはないのである。これは結果として、最も開放度の低い国家のレベルにすべての国が

行きつけば、それ以上開放度を下げるインセンティヴがどの国にもないことを示している。

少しだけでも（自由に開放度を上げ下げさせる）権威主義体制が入っていれば、この均衡
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は破れるのである。 
 
 
3 グローバリゼーションと地域化  
 次に検証すべきは、グローバリゼーションと地域化の関係である。これは 3 つのルール
に分けて試行する。それらは、（1）貿易も制度形成も、隣接している国としか行わない場
合（それぞれ視野を 1に設定）、（2）貿易はグローバルに行うが、制度形成は隣接している
国としか行わない場合（貿易する際の視野を 10、制度形成時の視野を 1に設定）、（3）貿易
も制度形成も、グローバルに行う場合、である（いずれも 10に設定）8。14×14の六角セ
ル空間（ループあり）に国家エージェントを敷き詰め、国内体制の比率を 1:1 に設定して、
上の 3パターンの試行を 20回繰り返した（図 5、6、7）。 
 

 
図 5：グローバル・モデル  

                                                   
8 理論的には、「貿易は近隣国とのみ、制度形成はグローバルに行う」という場合も考えられるが、現実に
はありそうもないので除外した。 
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図 6：地域制度が形成されつつある状態  

 
図 7：地域とは無関係に制度が形成されつつある状態  
 
＜試行結果＞  
 結果が、次の棒グラフである。 
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図 8：地域化／グローバル化と地域制度形成時間の関係  
 
 本結果から導き出されたのは、第一に、貿易は隣接している国としか行わない場合（純

粋な「地域化」）と、グローバルに行う場合（「グローバル化」）とでは、地域制度形成（地

域主義）に与える影響には全く差がない、という点である。これはすなわち、地域的な経

済相互依存の拡大深化が地域制度形成へ繋がる、という単線的な因果ロジックに再考を迫

る可能性を示している。第二に、制度形成を地域に限定せず、世界のどの国とでも結ぶよ

うになれば、世界大の自由貿易協定がより早く形成されることを示している。これはもち

ろん、我々の直観に沿う結果であろう。 
 
 
4 おわりに  
本シミュレーションによって明らかになったのは、次の諸点である。 
第一に、すべての国が民主主義であれば、

．．．．．．．．．．．．．．．
地域
．．
制度はできない
．．．．．．．

、という点である。これ

は例えば、欧州における初期の地域統合が遅々としてすすまなかったという事実を想起さ

せる。すなわち 1960年代半ばにおける、フランス大統領ド・ゴールによる欧州統合への拒
絶と、いわゆる「ルクセンブルクの妥協」は、S・ホフマンをして地域統合論／新機能主義
論者を批判せしめた現実であった（Hoffmann 1966）。ホフマンは、新機能主義論者が軽視
していたナショナリズムの重要性、国家同士が高次元の政治を協調させることの困難さな

どを指摘して、後に「政府間主義（inter-governmentalism）」と呼ばれるようになる理論
の基盤を築いた。本シミュレーションの結果は、政府間主義の重要性を改めて確認させて

くれるものである（Moravcsik 1998も参照）。 
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 そしてそれに関連して第二に、地域制度を形成するには、ある程度の犠牲を払う国の存

在が必要だという点が挙げられる。すなわちメンバーがすべて民主主義国家であり、本モ

デルのように国力が同一であれば、妥協する国は現れず、制度もできない。それに対して

権威主義体制がそのメンバーに含まれているならば、国内の反対を抑えてでも地域枠組み

に参加することは可能である9。つまりこの結果は、民主主義／権威主義体制いずれかが地

域主義を促すかどうかという二分法ではなく
．．．．

、どのような両者の比率が制度形成に影響す

るのか、という問題にまで踏み込んでいく必要性を示している。 
 そして第三に、「地域化」と「地域主義」は、我々が考えているほど単線的な関係にある

わけではない、という点が挙げられる。近隣国とのみ貿易を行おうが、はるか遠国と行お

うが、地域制度形成には決定的な差が見られなかった。従って、地域的な経済相互依存が

深まることは、地域制度形成への必要条件でも十分条件でもない、というのが本シミュレ

ーションによる試行から導き出された結論である。 
 以上が本研究の結果と含意であるが、もちろんこれが、現実を忠実に反映していると主

張しているわけではない。本モデルで採用したいくつかの仮定――国力が同一、民主主義

国家内アクターが二つのみ、制度が形成されればそれをすべての国に対して適用 etc…――
は、およそ現実的ではない。「理論がある目的によく適ったものであれば、その仮定が事実

を反映していなくとも問題ではない」という M・フリードマンなどの考え、あるいは「シ
ミュレーションは KISS（Keep It Simple, Stupid!）原則を採用すべきである」という R・
アクセルロッドなどの哲学が存在することは確かであるが、やはりできるだけ多くの人を

唸らせるためには、モデルの仮定をより現実的・実証的にすることも必要であろう。そし

て近年の研究は、そのような考えに傾きつつあるような印象を受ける（例えば光辻・山影 
2009）。つまり我々は、愚かな KISSから賢い KISS（Keep It Simple, Smart!）へ、ある
いは KISHE（Keep It Simple. However, Empirical!）原則へと方向転換していかなければ
ならない。言わば原型にあたる本モデルに、実証データを当てはめ、ルールも改良して（た

だしある程度のシンプルさは失わずに）、シミュレーションに批判的な研究者をも納得させ

るようなモデルをつくることが、今後の課題として残されている。 
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